
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

別　紙

うち、先駆的事業 28,068,388          

24,537,000       

消費者行政決算総額（見込み）

52,150,934       

65,007,388       

都道府県決算（見込み）

-                        

-                        -                        

174,829,072                                                                

-                     

38,946,934          13,204,000          

24,537,000          

44,038,000          44,244,000       

-                        28,068,388       

399,851,489                                                                

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

60,012,000       

-                     

125,019,388      

1,305,000           

-                        

206,000              

合計

2,622,454         

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

支出等額

1,317,454           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

管内市町村決算（見込み）

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

市町村 合計

-                        1,465,000           1,465,000         
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

都道府県事業名（事業メニュー）

31                    

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

96,951,000                                                                 

125,019,388                                                                

225,022,417                                                                

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合 31                                                                    

26                                                                    

％ ％

26                    ％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人

県 0

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県

41,848,595

管内市町村 10

対象人員数
（報酬引上げ）

28

28

26,682

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村

人

管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

法人募集型

人日

人日

事業実施自治体

人

自治体参加型

実施形態 管内全体の研修参加・受入（実績）

人

県

人日

事業実施自治体

人日



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

- 65,007,388 69,686,000 35,125,000 32,709,000 32,298,388 - 

11,454,000 4,333,000 7,121,000 10,261,948 4,024,000

30,586,000

401,598200,000 401,598

28,068,388 28,068,388

6,237,948

100,000 100,000 215,000 215,000

200,000

24,683,000 24,683,000 24,537,000

2,058,000 206,000 206,000 206,000

605,000 605,000 1,317,454

交付金等対象経費

1,317,454
特定消費生活相談員の資格取得支援、相談員の更なるレベルアップのた
め国民生活センター等への研修参加支援

土曜日・日曜日・祝日（年末年始を除く）における緊急時の電話相談

IT専門家等によるネット取引対策チームの編成、Ｗｅｂ会議システムを利用
した市町村相談員との事例検討会の開催

配食サービス事業者等と連携した高齢者等の見守り、事業者団体と連携
したコンプライアンス講習会の開催

市町村見守りネットワークの活動支援、ネット取引対策チーム会議の開
催、WebＩＴ専門家相談の実施、消費者教育推進校によるモデル授業例作
成・普及、成人年齢引き下げに対応した消費者教育の実施

悪質手口に対応した専門家による調書、鑑定書の作成、他府県合同によ
る指導・処分の実施

官民一体となった特殊詐欺被害等抑止、ネット取引対策コンテンツ作成、
エシカルフェア開催、通話録音装置貸出しモデル事業の実施

事業経費

30,586,000
⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

24,537,000

32,709,000 

事業の実績

29年度
本予算

事業経費
交付金等対象経費

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業（実績）の概要事業名（事業メニュー）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

合計

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

市町村見守りネットワーク活動の強化、ネット取引対策チーム会議・WebＩＴ専門家相談の実施に
よるネット取引問題対応力強化、消費者教育の機会拡大と体系的な教育の推進

事業強化・機能強化の成果

特殊詐欺について府民全体の防御力を強化、金融機関職員等の意識の向上による水際対策を
強化、通話録音装置を設置し特殊詐欺の高齢者被害の防止強化、エシカル消費の普及強化、コ
ンテンツ作成による若者等に対する消費者教育の推進

職員旅費、調書作成手数料

国民生活センター等への研修参加支援による特定消費生活相談員の資格取得、相談員の更な
るレベルアップ

配食サービス事業者等と連携した高齢者等の見守り、事業者団体と連携したコンプライアンス講
習会の開催

IT専門家等によるネット取引対策チームの下、ネット取引対応力を強化、Ｗｅｂ会議システムを利
用した市町村相談員との事例検討会の開催による連携と対応力の強化

悪質手口の対応強化、他府県連携による迅速な指導・処分の実施

旅費、研修資料代

委託料、啓発資材作成費・発送費、講師謝金・旅費、会場借上費、職員旅費

年間研修総日数

年間研修総日数 人日

土曜日・日曜日・祝日（年末年始を除く）における緊急時の電話相談

委託料、啓発資材作成代、旅費、謝金、会場借上費

人日

人

委託料

啓発資料作成費、謝金、旅費、会場借上料

人日

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

実績

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

参加者数
自治体参加型

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

参加希望者数

年間研修総日数

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

人

人

人日

実地研修受入希望人数
法人募集型

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

対象経費（実績）

研修参加・受入要望

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

委託料、謝金、旅費、報酬

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

実施形態

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

年間研修総日数

研修参加・受入

実地研修受入人数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

京都市、舞鶴市、宮津市、八幡市、京田辺市、南丹市、久御山町、井手町、宇治田原町、京丹
波町、与謝野町、相楽郡広域事務組合

交付金等対象経費

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

335,000

事業の実績

交付金等対象経費

京都市、京田辺市、南丹市、井手町、与謝野町

八幡市、宇治市

29年度
本予算

1,047,000

事業経費

事業計画

671,760335,000

実施市町村

基金
（交付金相当分）

事業経費

1,375,000 1,050,000 1,310,505 83,000117,000

1,854,144

1,800,000

1,221,946 1,028,000

10,900,000 81,655,220 - - 49,112,000 49,972,000 

53,820

73,181,563 

京都市

527,000

16,992,497

150,000

京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宇治市、宮津市、亀岡市、向日市、長岡京市、八幡市、
京田辺市、京丹後市、南丹市、大山崎町、久御山町、井手町、宇治田原町、京丹波町、相楽郡
広域事務組合

150,000

京都市、亀岡市、京田辺市

42,793,000 1,800,000

京都市

78,000250,000

56,583,729

5,000,000
京都市、福知山市,舞鶴市、綾部市、宇治市、宮津市、亀岡市、向日市、長岡京市、城陽市、八
幡市、京田辺市、京丹後市、南丹市、久御山町、宇治田原町、京丹波町、与謝野町、相楽郡広
域事務組合

695,000 719,000

4,399,0005,792,000

42,238,000

586,000

128,000

17,643,426

2,315,890

49,242,456

2,137,850

5,937,000

10,900,000 

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

合計

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用） 671,760

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

1,854,000

53,0000

612,000

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

2,085,000 50,000 1,955,000



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

出前講座等の開催、街頭啓発、消費者まつり等で消費者啓発グッズやパンフレットの配布、啓発グッズの作成発資材を作成等で広く住民に啓発を実施した。

うち管内の市町村合計

交付金相当分

うち都道府県

円

専門家の活用により相談員の専門知識が向上し、相談者により的確な助言を行い、斡旋等も向上した。

うち都道府県

事業強化・機能強化の成果の概要

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

知識の向上と窓口対応の向上、相談員等の資質の向上、レベルアップ、多様化・複雑化する相談への対応向上効果が図られた。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

啓発用パンフレット作成し消費者被害の未然防止につながった。

円

相談員の増員などにより、消費者教育や啓発事業をより円滑に進められた。住民への相談に迅速に対応することができた。来所が困難な相談者には、訪問による相談対応を
行った。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円 -                                    

円

60,012,000             

事業者に対する出前講座を実施、啓発を強化した。

-                                    

円

小・中学生向け教育教材を作成し、授業で活用することにより、実践的・体験的に学び、消費者問題解決力の強化につながった。

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

うち管内の市町村合計

交付金分 125,019,388           

-                                    

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑧消費生活相談体制整備事業

事業名（事業メニュー）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

センターの情報発信力の強化、相談窓口の周知の強化、相談窓口の強化につながった。

65,007,388             



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

円

円

5,250,000 円 28,068,388

円

7,977,142

43,823,000

-                        

円

円

274,832,101        

51,691,142       

103,077,000     

人

人

円

288,162,981     

-                    

9,954,023             円

人

円

人

5,250,000        

円

円

円

円

うち先駆的事業

うち都道府県

391,239,981     

うち先駆的事業

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                        

109,821,684        

％31.3

37.2

円

-                         

円

102,176,417       

-                         

22,818,388            

円

円

28,068,388           

-11,230,365          

円円

65,007,388           円

対前年度差

21,184,388            

円

％

165,010,417        

8,611,508             

円

円

円

-40,915,316       

うち交付金等対象の賃料、人件費等

-                         

-2,100,515            

24,092,072        

うち交付金等対象経費

円

10,483,858            

円

22,818,388            

％

円

円

-                         

-13,330,880          

うち管内市町村

円

人

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

円円

324,000                

円

円

円

円

円

21,942,388            

758,000                

円

円

円

円

-1,342,515            

164,875,049     ①都道府県の消費者行政決算見込み額

18,137,000

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 167,110,932

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

43,714,000

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

うち都道府県

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

うち管内市町村

26.7

円273,583,000        

うち都道府県

うち管内市町村

円

うち都道府県

174,829,072          

うち交付金等対象外経費 150,737,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

前年度平成２０年度

円 円

円円

円

10,159,858            

円

円

226,364,932     

150,737,000        

うち交付金等対象の賃料、人件費等

今年度

122,846,000        

円

円

円 109,821,684

円

121,052,049円

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

225,022,417          円 円

対平成２０年度差

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち交付金等対象経費

399,851,489          

円

円円59,254,000

122,846,000

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 円

-                         

円

円

-                        

60,012,000           

125,019,388          

円円

円

273,583,000        

165,010,417

1,249,101          

44,038,000

円62,175,000           

274,832,101          

円

円

円

126,268,489       

42,164,417        



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

国民生活センター等が主催する研修会への参加支援②研修参加支援

③就労環境の向上

処遇改善の取組 具体的内容

人

-                                          

円

円

人

人 今年度末実績

相談員総数

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

相談員総数

人

人

相談員総数 17

前年度末 今年度末実績

相談員総数 17

相談員総数

消費生活相談員の配置

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

-                                          

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

17 今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

前年度末

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

前年度末

①報酬の向上 報酬の増額

④その他

うち委託等の相談員 前年度末

人

今年度末実績 相談員総数 17

相談員総数

人

相談員総数

人

-                                          

-                                          

設置当初の基金残高（交付金相当分） 520,000,000                           

円

円-                                          

円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

④その他

②研修参加支援

○①報酬の向上

○

③就労環境の向上 ○ 向日市：相談員の専門知識向上のため書籍購入

今年度末実績 相談員総数

相談員総数 44

福知山市、宇治市、亀岡市、城陽市、向日市、八幡市、大山崎町、井手町：国民生活センターが開催する研修等の参加支援

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 41前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

亀岡市、宇治市、八幡市、京田辺市、京丹波町、相楽郡広域事務組合：報酬の増額

前年度末 相談員総数

消費生活相談員の配置 人

2うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 39前年度末

人 今年度末実績相談員総数 2

今年度末実績

人相談員総数

人

相談員総数42 人

人


